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（２）調査対象
　本調査では、秋田県中小企業家同友会会員企

業計380社（2021年２月９日現在）を調査対象

とした。中小企業家同友会とは、全国47都道府

県にある約45,000社の中小企業経営者が加盟

している中小企業経営者の団体である。

（３）調査方法
　郵便を用いて調査票を送付し、回答記入後に

再び郵便で回収する郵送調査法と、郵便を用い

て調査票を送付し、回答記入後にFAXで回収す

る方法を採用した。調査票は全３ページ、質問

総数９問とした。2021年２月９日に会員企業の

代表者宛に調査票を発送し、当初の回収期日で

あった２月19日までに219社から回答があり、

さらに４月の第１週までに回答があった12社

も有効とし、４月５日を最終回収日とした。回

答数231社、回収率60.7％であった。以下に調

査結果を示す。

３　調査結果
　業種別の回答企業数および構成比は、図表１

（次頁）のとおりである。回答企業で最も多かっ

たのは「その他」の52社（22.5％）で、冠婚葬

１　はじめに
　新型コロナウイルス感染症の大流行により、

個々人の生活や企業の活動はかつてないほど抑

制され、多大な行動変容を求められるようになっ

た。地球的規模で多くの企業が空前の経営危

機に直面しており、特に中小企業経営のあり方

に多大な影響を及ぼしている。そこでわれわれ

は、新型コロナウイルス感染症による中小企業

経営への影響を明らかにすることを目的に、秋

田県中小企業家同友会会員企業を対象にアンケー

ト調査を行った。以下では、そこから明らか

となった秋田県中小企業家同友会会員企業にお

ける新型コロナウイルス感染症による企業経営

への影響について報告する。

２　調査概要
（１）調査目的
　秋田県内の中小企業は、新型コロナウイルス

感染症の影響により多大な影響を受けている。

そこで、本アンケート調査によりコロナ禍にお

いて、新型コロナウイルス感染症による秋田県

中小企業家同友会会員企業の企業経営への影響

を把握することが目的である。
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　最多は「すでに出ている」で150社（64.9％）

であった。次に「今後影響が出る可能性がある」

で45社（19.5％）が続いている。また、「悪影

響なし」と回答した企業は31社（13.4％）で、

「むしろ好影響」が５社（2.2％）であった。

■問２　問１で「すでに出ている」、「今後影響

が出る可能性がある」と回答された方にお聞き

します。具体的にどのような影響がありました

か。（複数回答）

祭業、鈑金塗装業、士業などが多く見られた。

次に「卸・小売業」の51社（22.1％）、「建設業」

の46社（19.9％）と続いた。以下、各質問の

結果について考察する。

■問１　新型コロナウイルス感染症の感染拡大

による経営への影響はありましたか。（択一回

答）

　新型コロナウイルス感染症の影響の有無を聞

いたところ、図表２の結果となった。

図表１　回答企業の業種
回答数 構成比

建設業	 46社 19.9%

製造業	 34社 14.7%

卸・小売業 51社 22.1%

飲食業	 7社 3.0%

金融・保険業 4社 1.7%

宿泊・飲食サービス業	 12社 5.2%

不動産業 9社 3.9%

運輸業 8社 3.5%

情報通信業 4社 1.7%

電気・ガス・水道供給業	 3社 1.3%

その他 52社 22.5%

無回答 1社 0.4%

合計 231社 100.0%

図表２　影響の種類

すでに出ている,150社
（64.9％）

今後影響が出る
可能性がある,45社
（19.5％）

悪影響なし,31社
（13.4％）

むしろ好影響,5社
（2.2％）
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■問３　新型コロナウイルス感染症に対して、

国・県・市町村の支援制度を活用しましたか。

（択一回答）

　新型コロナウイルス感染症に対して、国・県・

市町村の支援制度を活用したかを聞いたところ、

図表４に示す結果となった。支援制度を「利用

した」は178社（77.1％）で、「活用していな

い」は50社（21.6％）であった。

　問１で「すでに出ている」、「今後影響が出

る可能性がある」と回答した計195社の回答者

にどのような影響があったかを聞いたところ、

図表３に示す結果となった。最多は「売上・受

注の減少」で167社（85.6％）であった。次に

「顧客数の減少」で81社（41.5％）、「他地域

への営業活動等（出張・会議を含む）に支障が

発生」で81社（41.5％）と続いている。

図表４　支援制度活用の有無

活用した,178社
（77.1％）

活用していない,50社
（21.6％）

活用する予定,2社
（0.9％）

無回答,1社
（0.4％）

図表３　影響の種類

社員（アルバイト含む）の解雇
現地サプライヤーからの仕入困難

学校休校に伴う社員（アルバイト含む）の休業
その他

国内・海外取引先の事業停止や倒産の発生
出荷の遅れ

社員（アルバイト含む）の出勤困難（欠勤増など）
本社や工場、店舗などの休業・閉鎖

衛生関連用品(マスク・消毒液等)の購入・確保が困難
人材の確保が困難

設備等の投資計画の遅れ
宿泊・飲食等の予約のキャンセル発生

関連商品等（製品・部品・原材料含む）の値上がり
資金繰りが困難

工事・業務等の休止・中止
社員（アルバイト含む）への感染を配慮した稼働時間の短縮または停止（休業）

入荷の遅れ・商品の欠品
感染予防策等に伴うコスト増

商談の自粛
イベント・展示会の開催延期・中止

他地域への営業活動等（出張・会議を含む）に支障が発生
顧客数の減少

売上・受注の減少
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69社（35.4％）

39社（20.0％）

50社（25.6％）

27社（13.8％）

31社（15.9％）

25社（12.8％）

27社（13.8％）

21社（10.8％）

24社（12.3％）

19社（9.7％）

20社（10.3％）

14社（7.2％）

15社（7.7％）

12社（6.2％）

9社（4.6％）

11社（5.6％）

4社（2.1％）

6社（3.1％）

3社（1.5％）
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■問５　新型コロナウイルス感染症の感染防止

対策をとっていますか。（択一回答）

　新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を

とっているかを聞いたところ、図表６に示す結

果となった。最多は「対策をとっている」が217

社（93.9％）であった。その一方で業務内容に

もよるが「対策をとっていない」、または「対

策を検討中」の企業が合わせて13社（5.7％）

に及んでおり、早急な対応が望まれる。

■問４　問３で「活用した」と回答された方に

お聞きします。どのような制度を活用しました

か。（複数回答）

　問３で「活用した」と回答した計178社にそ

の内容を聞いたところ、図表５に示す結果となっ

た。最多は「融資制度の活用」で140社（78.7％）

であった。次いで「持続化給付金の活用」の109

社（61.2％）、「雇用調整助成金の活用」の52

社（29.2％）と続いた。コロナ禍で窮した企業

の資金繰りを政府系、民間金融機関の融資が支

えている状況が浮き彫りとなっている。

図表６　感染対策の有無

対策をとっている,217社
（93.9％）

対策をとっていない,8社
（3.5％）

対策を検討中,5社
（2.2％）

無回答,1社
（0.4％）

図表５　活用した支援制度

無回答

ものづくり補助金

その他

感染症拡大防止協力金の活用

IT導入補助金

小規模事業者持続化補助金の活用

家賃支援給付金の活用

雇用調整助成金の活用

持続化給付金の活用

融資制度の活用

0 50 100 150社

140社（78.7％）

52社（29.2％）

109社（61.2％）

18社（10.1％）

22社（12.4％）

11社（6.2％）

12社（6.7％）

5社（2.8％）

11社（6.2％）

3社（1.7％）
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■問７　貴社の2021年１月の売上高は、前年同

月を「100」とするとどの程度ですか。（択一回

答）

　2021年１月の売上高を聞いたところ、図表８

に示す結果となった。「100以上」の増収と回答

した企業は55社（23.8％）であった。一方、

173社（74.9％）が前年割れ（減収）であった。

■問６　問５で「対策をとっている」と回答さ

れた方にお聞きします。どのような対策をとっ

ていますか。（複数回答）

　問５で「対策をとっている」と回答した企業

計217社にその対策内容を聞いたところ、図表

７に示す結果となった。最多は「アルコール消

毒液等の設置」で206社（94.9％）であった。

次いで「外部会合への出席の自粛」の133社

（61.3％）、「アクリル板の設置」の84社（38.7％）

と続いた。

図表７　感染対策の種類

0 50 100 250社

無回答

時差出勤

分散勤務

その他

休業日数の増加

営業時間の短縮・変更

店舗内の入場制限

テレワークの実施

換気設備の設置

噴霧器及びサーキュレーターの設置

出張禁止

アクリル板の設置

外部会合への出席の自粛

アルコール消毒液等の設置

150 200

206社（94.9％）

84社（38.7％）

133社（61.3％）

48社（21.8％）

57社（26.3％）

36社（16.5％）

46社（20.4％）

33社（15.5％）

34社（16.0％）

29社（14.1％）

25社（11.7％）

3社（1.0％）

10社（4.4％）

1社（0.5％）

図表８　2021年１月売上高の対前年同月比

0 20 40

無回答

9～0

19～10

29～20

39～30

49～40

59～50

69～60

79～70

89～80

99～90

100 以上

60 80社

55社（23.8％）

43社（18.6％）

59社（25.5％）

11社（4.8％）

29社（12.6％）

10社（4.3％）

14社（6.1％）

1社（0.4％）

6社（2.6％）

0社（0.0％）

0社（0.0％）

3社（1.3％）
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　今後期待する新型コロナウイルス感染症に対

する国・県・市町村の各種支援策を聞いたとこ

ろ、図表10に示す結果となった。最多は「法人

税等各種税の減免措置」で111社（48.1％）であ

った。次いで「ＰＣＲ検査費用に対する支援制

度の創設」の87社（37.7％）、「第２回持続化

給付金の実施」の86社（37.2％）と続いた。

なお、県は令和３年５月11日より秋田県内の

中小企業に対しＰＣＲ検査に係る費用を補助す

る制度を創設し、申請受付を開始した。このこ

とにより、企業の経済的負担と従業員の不安軽

減が大いに期待される。

　また、業種別に対前年同月比（１月）の売上

高についてまとめたところ、図表９に示す結果

となった。売上高が昨年以上（100以上）と回答

した企業が多い業種は、「その他」の19社

（8.2％）、「卸・小売業」の13社（5.6％）、

「建設業」の10社（4.3％）に及んだ。一方、

売上高が半分未満となった業種で特に多いのが、

「製造業」の５社（2.2％）と「宿泊・飲食サー

ビス業」の４社（1.7％）となった。また、同じ

業種にもかかわらず、売上高に大きな開きがあ

ることが理解できる。

■問８　今後期待する新型コロナウイルス感染

症に対する国・県・市町村の各種支援策をお答

えください。（複数回答）

図表10　今後期待する支援策

その他

休業・営業時間短縮に伴う補償金の拡充

家賃支援給付金の延長

GoToイートの割引拡充

GoToトラベルの割引拡充

小規模事業持続化補助金の拡充

支援情報が一覧できるホームページなど各種情報の提供

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（特別枠）の拡充

雇用調整助成金の延長・拡充

融資制度の拡充

第２回持続化給付金の実施

PCR検査費用に対する支援制度の創設

法人税等各種税の減免措置

0 40 80 120社

111社（48.1％）

86社（37.2％）

87社（37.7％）

68社（29.4％）

74社（32.0％）

54社（23.4％）

60社（26.0％）

37社（16.0％）

43社（18.6％）

36社（15.6％）

29社（12.6％）

31社（13.4％）

9社（3.6％）

60 10020

図表９　業種別売上高（対前年同月比）の比較 （単位：社）

建設 製造 卸・小売 飲食 金融保険 宿泊・飲サ 不動産 運輸 情報 電ガ水 その他 無回答
100以上 10 6 13 0 0 2 2 1 0 2 19 0
99～90 13 7 13 0 4 2 3 3 1 0 13 0
89～80 10 5 11 0 0 1 3 4 1 0 8 0
79～70 5 6 9 4 0 2 0 0 1 0 2 0
69～60 2 3 2 0 0 0 0 0 1 0 3 0
59～50 4 2 1 2 0 1 0 0 0 0 4 0
49～40 0 2 0 0 0 2 1 0 0 1 3 1
39～30 0 3 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0
29～20 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0
19～10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
9～0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
無回答 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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■問９　その他、ご意見・ご要望等ございまし

たらご記入ください。

　回答企業から様々な意見や要望を計53件頂

いた。以下に主要な意見をまとめた。

・コロナウイルスの影響と増税による負の影響

が大きい。（建設業）

・減税措置の拡大をお願いしたい。中途半端な

国・県・市などの対策ではなく、短期集中でしっ

かり決めてやってもらいたい。（建設業）

・ワクチン接種に関する情報の開示、ワクチン

接種後の行動についての指針明示、行動の自由

化（国内）についての指針を明示してほしい。

（製造業）

・コロナの融資は業績が悪いという理由で断ら

れた。社保・税金等を猶予してもらい資金を回

している。（製造業）

・感染拡大防止のための自粛を促しておきなが

らＧｏＴｏトラベル、ＧｏＴｏイートなどのキャン

ペーンは矛盾している。真剣にコロナから

「命」を守ることを考えるべきであり、コロナ

の影響からの今後の財政破綻に対して手を打つ

べきだと思う。（製造業）

・永久劣後ローンを検討してほしい。（卸・小

売業）

・自社の存在意義や役割を見つめ直すきっかけ

になっている。コロナ禍で柔軟に対応しなけれ

ばならないとわかってはいるが、どのようにし

たらいいのか悩んでいる経営者が沢山いると思

う。（卸・小売業）

・緊急事態宣言で休業補償をしているのと同じ

ように、影響を色濃く受けるエリアや業種にも

連動して補償をしてほしい。（卸・小売業）

・プレミアム商品券等の効果は大きかった。会

社の規模によって、より大規模な無利子の融資

が必要かもしれない。中小企業の連携による新

業態開発への支援が欲しい。（卸・小売業）

・飲食・旅行関連と同様に小売業にも補助して

ほしい。同じ納税をしていることから片寄りの

ない支援を要望する。（卸・小売業）

・売り方や顧客へのアプローチの仕方を変えて

いかなければならない。（飲食業）

・これ以上の融資は経営を圧迫させるだけなの

で、給付金等の支援を強く望む。（宿泊・飲食

サービス業）

・金銭に関する直接支援には限りがあるため、

ＰＣＲ検査支援など公的扶助を優先する方が根

本的な解決になる。また、企業としては、助成

金に頼らなくても経営を安定的に維持できる仕

組みづくりを学ぶことが何より大事。（不動産

業）

・現在の補助・助成が現時点で売上マイナスに

なっている企業への支援に片寄っている。（情

報通信業）

・国難とも呼べるコロナ禍を如何にして乗り越

えていくのか、未来ある若者たちへ希望が見え

る地域・故郷を残していけるのか。今まさに産

学が一体となって知恵を出し合い取り組んでい

かなければならない課題である。（電気・ガ

ス・水道供給業）

・非接触型の生活スタイルが広がっている。地

方の小規模事業主はその設備を導入するにも費

用がかかる。自助努力では難しいので公的支援

を望む。（その他）

・飲食を中心に大変な状況で、業種によっては

（利益に）差がありすぎる。利益の出ている企

業からの寄付金は、非課税としてほしい。（そ

の他）
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治体や関係機関によるより一層手厚い支援施策

の拡充が強く求められる。
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調査は令和２年度秋田大学教育文化学部の研究

活動活性化のための研究費補助を受けたもので

あることを申し添えます。

４　まとめ
　最後に、本アンケート調査を通して明らかに

なった会員企業の新型コロナウイルス感染症に

よる影響についての特徴は以下のとおりである。

①新型コロナウイルス感染症による経営へのマ

イナスの影響がすでに出ている企業は150社で、

全体の約４割の企業が影響を受けている。その

一方で、好影響と答えた企業も５社あり、二極

化が進んでいる。

②2021年１月の売上高について、前年同月と比

べ増収と回答した企業が55社（23.8％）、減収

と回答した企業が173社（74.9％）となった。

売上高が半分未満となった企業も17社（7.4％）

あり、厳しい状況が見て取れる。業種別で減少

した企業をみると、「卸・小売業」（37社、

16.0％）と「製造業」（28社、12.1％）で割

合が高く、「電気・ガス・水道供給業」（１社、

0.4％）や「金融・保険業」および「情報サー

ビス業」の各４社（1.7％）で低い結果となった。

③新型コロナウイルス感染症の影響の長期化が

懸念される中、国・県・各自治体への要望とし

て、新型コロナウイルス感染症の収束まで、融

資制度の拡充や無利子の融資など中長期的な支

援を継続してほしいとの声が大変多く見受けら

れた。

　新型コロナウイルス感染症は、経済的・社会

的にも極めて深刻な影響を及ぼしており、特に

影響の大きい飲食業や観光業は言うに及ばない。

現に、秋田県内各地でクラスターが発生してお

り、あらゆる業種において倒産や廃業の危機に

追い込まれかねない事態にある。秋田県中小企

業家同友会会員企業の多くは各支援施策を活用

しながら社員の生活と雇用を守るために必死に

努力を続けている。秋田県内の雇用と地域社会

を守り、日本経済の崩壊を防ぐためにも中小企

業の維持と発展が不可欠であり、国・県・各自


